
事務事業分析シート（平成２２年度）
No1

○ （● ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

714
431

756756
714
427

722

798

【事務分担量】（％）

①委託業務名：校庭開放管理業務委託
②委　託　先：荒川区シルバー人材センター
③委　託　料：766,000円（22年度)

①決算額（21年度は見込み）
予算額

22年度21年度20年度19年度18年度17年度

週五日制校庭開放事業

新規事業 22年度 21年度

入野　隆二部課名 教育委員会事務局教育総務課

内線 3315秋元　俊紀担当者名

合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

中学校生徒の自主的な余暇活動の場確保が目的であるが、実際には部活動・地域団体が校庭を使用してお
り、生徒の利用が見込めないため、廃止を検討する。

必要性

実施
方法

16年度

国（特定財源）
1,145

722一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

余暇を利用した学習機会の提供[04-08]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（22年度）

週五日制校庭開放費（01-14-03）

事務事業の種類

課長名

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策
施策

年度平成昭和
年度

4

計画区分

開始年度 根拠
法令等

5

（単位：千円）
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

722

1,145 1,141

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]

1,141
5

882
790
427

1,217
5

3委託

1,217 714

735
714
0

714
5

798
702
0

702
5

702

766
766

766

17年度 18年度 19年度
766

事項名

年間利用者数 2,210
18

2,221 2,234
18 21

2,196
19

2,104
19

2,124

①事業概要　　　　　平成４年９月からの学校週五日制の実施に伴い、当初は月に１回、その後は第二・
                    第四の隔週土曜日に生徒が自主的に活動出来る場と機会を提供するため、中学校の
                    校庭を開放する。
②管理員の配置　　　校庭開放の際、生徒の安全を図るとともに、学校の施設・設備の管理、緊急時の関
　　　　　　　　　　係諸機関への連絡等を任務とする校庭開放管理員を配置する。
③校庭開放実施日　　開放日　　　毎月第二・第四土曜日（三季休業）

・校庭開放管理員及び校庭開放指導員配置状況
  校庭開放管理員１０名
　校庭開放指導員は平成１３年度に廃止
◎　事業の効率化・経費の削減を図るため、平成13年度から事業の実施を「荒川区シルバー人材セン
ター」に委託している。

19
16年度

年間開放日数 19
20年度 21年度 22年度実

績
の
推
移

経過

終期設定

目的

対象者
等

内容

　土曜日における余暇活動の場を提供するとともに、遊び、スポーツ等の自主的な余暇活動が有意義に行
われるよう支援する事業である。
　校庭開放管理員の配置により、校庭を利用する中学生に対し校舎内外での安全を確保し、学校週五日制
導入の趣旨を十分理解する者で学校教育に深い造詣等を持つ人材を有効に活用するとともに、校庭開放の
円滑かつ効率的な運営に資することを目的とする。

　各中学校生徒
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事務事業分析シート（平成２２年度）
No2

①

②

③

課
題

（

指
標
分

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

21年度 22年度

委託料

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

19年度 20年度

　需要のない場合は事前に中止をするなど効率的に実
施する。

予算の削減。

改善により期待する効果

問題点・課題の改善策検討

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

校庭開放事業実施時における
事件及び事故の防止（件）

5.0校庭開放生徒利用率（％）

0

部活動・地域団体に校庭を使用されており、中学校生徒の自主的な余暇活
動は見られないため、来年度の事業について見直しを行っていく。

継続

分類についての説明・意見等

生徒数に対する1回あたりの利
用人数(22年度は4、5月基準）

0 0 0

今年度設定

平成20年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

校庭開放管理業務委託料

節・細節

継続

前年度設定

金額（千円）

766

金額（千円）主な事項
平成22年度（予算）
主な事項

平成23年度以降に取り組む具体的な改善内容

　校庭利用者数については、学校によって利用人数の偏りがある。

0

4.1 3.5 3.1 0.0

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

金額（千円）

平成21年度（決算）
予
算
・
決
算
の
内
訳

714校庭開放管理業務委託料 702校庭開放管理業務委託料
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事務事業分析シート（平成22年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）1直営

　安全な遊び場が不足している昨今、指導員の監視の下、交通事故等の心配がなく、安全に遊ぶことので
きる場所として校庭を開放し、児童（付添人同伴の幼児も含む）がのびのびと活動できる場を提供すると
ともに、異年齢間の交流を通して児童の心身の健全育成を図る。

　原則として、荒川区内に居住する児童及び付添人のある幼児

（単位：千円）

実
績
の
推
移

23校

経過

終期設定

１ 利用期日及び時間
   　原則として、土曜日、日曜日、祝日及び教育委員会の定める休業日で、午前10時～午後4時の時間
　　帯の中で実施する。実施1回の最少時間単位を2時間とし、1日2回まで実施可能とする。
２ 校庭利用実施委員会
  （1）組  織    ＰＴＡ、青少年委員、地域団体等20名程度で構成
  （2）役  員   委員長 1名、  副委員長  2名程度、  常任委員  7名程度
  （3）業  務   ①利用施設、利用方法、利用実施期日・時間の決定   ②校庭利用指導員の推薦
              　③事故発生の際の処理
３ 校庭利用指導員の任務
  （1）校庭利用実施中を示す看板の設置  （2）備品の管理・保全 （3）個人及びグループによる安全
   な運動と健全な遊びの指導  （4）事故災害に対する応急処置  （5）日誌兼報告書の作成    等

・平成14年度から学校完全週5日制が導入されたため、全ての土曜日・日曜日、祝日等で実施できること
となった。
・校庭の改修等により、実施できない学校があるため年度により実施回数の増減がある。

目的

対象者
等

内容

23校
1,663回

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

4,827

実施回数
23校

1,645回
23校 23校

20年度

利用人数
1,945回
31,893名 32,341名

1,803回 1,586回
30,045名29,754名28,699名

23校
1,865回
34,309名

16年度
実施校（小学校） 23校

事項名 21年度 22年度17年度 18年度 19年度

22年度21年度

5,405

5,405
5,405

5,405

6,424

5,407
4,388
2,036

6,424
25

7,513

5,407
4,548
2,965

7,513
35

6,827

5,272
4,094
2,733

6,827
3234

7,327

7,327
32

7,444

荒川区立学校校庭利用実施要綱
（昭和40年9月16日施行）

根拠
法令等

40

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度 年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

余暇を利用した学習機会の提供[04-08]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（22年度）

校庭利用運営費（０１－０８－０３）

事務事業の種類

課長名

4,827

都（特定財源）

  不審者等による子どもたちへの被害が相次いで報告されている現況下で、大人の保護監視のある校庭を
遊び場として開放する必要性は高い。また、広い場所でしか行うことのできない遊び・運動をすること
は、子ども達の心身の健全育成に大きく役立っている。また、異年齢間の交流も期待できる。

必要性

実施
方法

16年度

国（特定財源）
7,444

①決算額（22年度は見込み）
予算額

4,827

6,039

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

教育委員会事務局社会教育課

内線 ３３５２服部好恵

　校庭利用実施委員会が推薦する校庭利用指導員が当番制で管理・運営をし、日誌兼報告書を1ヶ月分ま
とめたものを社会教育課宛に送付してもらう。実施1回に対して謝礼2,000円を校庭利用実施委員会に支払
う。また、年1回校庭利用実施委員会連絡会を開き、小学校副校長、校庭利用実施委員会の役員・委員、
校庭利用指導員、PTA、青少年委員、社会教育課職員が参加し、情報交換、意見交換等を行っている。

担当者名
校庭利用運営費

新規事業 22年度 21年度

計画区分

佐藤泰祥部課名

4,825
2,619

5,3095,605
4,569
2,758

20年度19年度18年度17年度

12-04-04



事務事業分析シート（平成22年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

予
算
・
決
算
の
内
訳

526

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・小学校により利用人数に差があり、校庭利用の周知の仕方の改善等が求められている。
・利用者及び指導員の安全対策の問題がある。一部の学校では校門を閉め、利用者が出入りをする際のみ
　開閉するという方法をとったり、さすまたや防犯スプレーを常備し、指導員を3名にする等の対策も
　とっている。しかし、全ての学校でそういった対策がとれていないのが現状である。
・校庭を芝生化したことで芝生養生期間中は校庭を利用することができず、実施回数の減少につながって
  いる。芝生やラバーなどの校庭では、遊びの種類に制約がある。
・校庭利用実施において、校庭を利用する他のスポーツチーム等との兼ね合いがある。

区立小学校（23校）保護者全員に校庭利用の目的や実
施方法を記載したチラシを配布する。

保護者に校庭利用の目的を理解してもらい、利用
者の増加につなげる。また、保護者も児童と共に
利用してもらい、児童の心身の健全育成を促す。

改善により期待する効果平成23年度以降に取り組む具体的な改善内容

金額（千円）

平成21年度（決算）

利用者に、より安全な遊び場を提供することができ
る。

校庭利用実施委員会等を通じて、実施回数の多い小学
校の取り組み方法を他の小学校に紹介する。

より多くの小学校の利用者の増加につなげる。
また、小学校間の情報交換により、校庭利用実施関
係者のモチベーションの向上になる。

遊具その他購入

報消費
一般需要
一般需要

指導員謝礼金
消耗品費
物品修繕費

備品購入

3,438

遊具その他購入 479
物品修繕費

3,382

632

金額（千円）主な事項
節・細節

平成22年度（予算）
主な事項 金額（千円）

・事故時の対応
・緊急時の連絡体制
・放課後の校庭開放

平成20年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

指導員謝礼金 4,114
消耗品費

指導員謝礼金

478

628
物品修繕費 97
遊具その他購入 566

消耗品費

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

年間利用延べ人数(名) 35,000

1663
（18）

1,900

227 232 214 210

2,200

1名が1回利用する際に係る費
用(円)

28,699 29,754 30,045 32,000

1,586
(18)

1,645
(18)

継続

前年度設定

実施回数[回](実施1回あたり
の利用人数[名])

児童に安全な遊び場を提供している。

問題点・課題の改善策検討

22

校庭利用事業中の安全対策について、校庭利用実施委
員会連絡会で話合い、校門の開閉等安全対策を徹底す
る。

200 (決算+人件費）÷利用人数

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

19年度 20年度 21年度 22年度

12-04-04



事務事業分析シート（平成22年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

20年度19年度18年度17年度

956
6,464

1,0251,022
974
2,989

科学教育センター指導員（小・中学校教員による外部指導員）、都嘱託員1名、都非常勤1名

担当者名
科学教育事業運営

新規事業 22年度 21年度

計画区分

鈴木　明雄部課名 指導室教育センター
内線 3802-5720中山　久美子

①決算額（22年度は見込み）
予算額

1,024

1,176

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

子どもの理科離れが懸念されるなか、様々な実験や現地学習など体験を積み重ねることにより、子どもた
ちの理科・科学に対する興味・関心や知識を高め、子どもたちの健全な余暇利用や個性の伸長を図ってい
る。以上の観点から、当区にとって必要性は高い。

必要性

実施
方法

16年度

国（特定財源）
7,420

1,024一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

余暇を利用した学習機会の提供[04-08]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（22年度）

科学教育事業運営費（01-04-01）

事務事業の種類

課長名

年度平成昭和
年度

荒川区立教育センター条例・理科教育振興法
根拠
法令等

39

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度

75

3,963

3,963
35

7,420 6,891

1,079
792
6,099

6,891
100

4,813

1,093
872
3,941

4,813
75

3,885

1,093
953
2,932

3,885
50

1,093

1,093
1,093

1,093

22年度21年度

20年度 21年度 22年度17年度 18年度 19年度16年度
小学校科学教育ｾﾝﾀｰ 165

事項名
262
167

290 308
229

370
194

（延参加人数、22年度は見込）
100 131

（単位：千円）

実
績
の
推
移

307
148

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

1,024

中学校科学教育ｾﾝﾀｰ

理科・科学の基礎能力や応用力の増進を図り、あわせて健全な余暇活用と個性の伸長を図ることを目的と
する。

区内小学校６年生の児童及び中学校の生徒で理科・科学に興味を持つ希望者

（１）名称　　　　小学校は小学校科学教育センター　中学校は中学校科学教育センター
（２）指導員　　　校長会・副校長会で選出されたセンター長、副センター長のほか、各校より推薦され
た教員が指導にあたる。
（３）実施期間等　５月～１月　年８回程度　主として土曜日の午前中
（４）実施場所　　原則として教育センターの理科実験室
（５）実施内容　　選択実験、現地学習など

昭和３９年に科学館事業として、理科の実験観察を中心に「小、中学校科学教育センター」事業が土曜日
の午後や日曜日を活用して開始された。平成１４年度から、完全週５日制の実施にともない土曜日の午前
の余暇時間を利用して、小中学生対象に、各種実験、観察、現地学習を行っている。

目的

対象者
等

内容

400
225

1直営

経過

終期設定

12-06-46



事務事業分析シート（平成22年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

19年度 20年度 21年度 22年度

推進

前年度設定

中学校科学教育ｾﾝﾀｰ登録率

多様な科学教育の実施は不可欠であるが、参加者数の増加に向けた改善策
を検討すべきである。

問題点・課題の改善策検討

22 0

理科実験用具などを順次買い換える。

対象児童（小6）に占める割合

1.7% 対象生徒（中1～3）に占める割合

4.7% 4.4% 4.0% 4.0%

1.8% 1.4%

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

小学校科学教育ｾﾝﾀｰ登録率 4.5%

1.6% 1.1%

使用料及び賃借料

指導員謝礼
消耗品（実験用等）
現地学習用バス

633
241

報償費
一般需用

現地学習バス・入館料 79
消耗品（実験用等）254

78
361

現地学習バス・入館料 84

平成20年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

指導員謝礼 648
消耗品（実験用等）

指導員謝礼

平成22年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）主な事項

節・細節

540

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成21年度（決算）

実験のためにより適した環境整備を図ることがで
き、実験内容が充実するとともに、安全性も向上す
る。

①平成１４年度から完全週休２日制となり、教員も多忙となったことによって、指導員の依頼がこれまで以
上に難しくなった。また、時代の変化に合わせた魅力あるカリキュラム作り等について、指導員との連携を
いかに図っていくかが課題である。
②小学校科学教育センターは、児童や保護者の人気が高いが、理科実験室の定員（50人程度）があるため、
各小学校ごとに募集時に人数制限せざるおえない。なお、中学校科学教育センターは、現在は希望者が定員
内のため特別な制限はしていない。
③現教育センターは、平成９年７月に旧小学校の施設を改修して現在の場所に移転した。このため理科実験
室は、小学生用の実験設備のままであり、小学校で使用されていた実験用具や机・椅子を一部使用している
ため、老朽化し破損し始めている。

指導員一人あたりの負担を減らす工夫をするととも
に、魅力あるカリキュラム作りを目指し、事業の充
実を図る。

中学生の参加者の増加が見込める。

改善により期待する効果平成23年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実
施

状
況

未実施実施
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